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～ 令和７年度当初予算案のポイント ～ 

主な取組 主な事業概要 
７当予算額 

※主な事業概要の予算を記載

重点１ 子ども・子育てへの支援［P16～17 参照］   1,867 億 2,578 万円 

子ども・子育て支援の推進 
＜1,085 億 2,720 万円＞

・ 私立高等学校等の授業料実質無償化の対象を拡充
☞ 年収約 700 万円未満から約 750 万円未満へ

・ 高等学校奨学金の所得制限の撤廃

61 億 4,669 万円 
(拡充分 8 億 5,044 万円) 

・ 保育士の宿舎家賃を支援する市町村への補助 5,027 万円 

支援を必要とする子ども・ 

家庭への取組 
＜1,769 億 5,104 万円＞

※子ども・子育て支援の推進と重複あり

・ 児童相談所の暫定一時保護所の整備・運営

・ 児童養護施設等における人材確保への支援

・ フリースクール等に通う子どもの保護者等を支

援する市町村への補助

5 億 4,561 万円 

重点２ 教育の質の確保と学びの充実［P18～19 参照］    439 億 6,552 万円 

ＧＩＧＡスクール構想等に

基づく学校ＤＸの推進 
＜93 億 9,870 万円＞

・ 県立学校のネットワーク高速化及び電子黒板の

整備
35 億 1,456 万円 

教員の働き方改革の加速化 
＜69 億 6,921 万円＞

・ 校務ＤＸの推進（採点システムの導入等）

・ 働き方改革を進める市町村への補助金の創設
11 億 1,627 万円 

県立教育施設整備の推進 
＜207 億 7,947 万円＞

・ 老朽化対策や既存体育館への空調整備等 207 億 7,947 万円 

重点３ 未病改善の取組及び医療・介護施策の推進［P20～21 参照］  1,631 億 3,991 万円 

医療ＤＸの推進 
＜32 億 6,340 万円＞

・ 患者情報共有化の推進

・ 救急医療相談（♯7119）にＬＩＮＥ機能等を追加
32 億 6,340 万円 

「当事者目線」の精神科医

療の推進 
＜1億   886 万円＞

・ 精神科のモデル病院における行動制限最小化の

推進

・ 訪問支援員等による地域生活移行の支援

1 億 886 万円 

重点４ 行ってみたい神奈川の魅力づくり［P22～23 参照］    21 億 7,958 万円 

文化芸術施策の展開促進 
＜5億 5,194 万円＞

・ 県民ホール休館中の文化芸術鑑賞機会確保
☞ リニア神奈川県駅（仮称）工事現場を活用したイベント等

☞ 相模湖地域でのバレエに関するイベント

4 億 8,414 万円 

障がい者スポーツの推進やア

ーバンスポーツの振興等 
＜1億 5,350 万円＞

・ 東京 2025 デフリンピックの機運醸成

・ アーバンスポーツの普及促進
1 億 5,350 万円 

観光振興・地域活性化に向

けた取組 
＜14 億 7,413 万円＞

・ かながわＤＭＯによる観光プロモーション

・ GREEN×EXPO 2027 に向けた取組

・ 「地域まるごとホテル＠三浦半島」の推進

8 億 2,742 万円 

重点５ 県内経済・産業の活性化［P24～25 参照］  220 億 2,384 万円 

生産性向上への支援 
＜54 億 4,753 万円＞

・ 設備導入等による生産性向上支援

・ リスキリングやデジタル人材採用への支援
47 億 3,118 万円 

人材確保への支援 
＜5億   698 万円＞

・ 人手不足業界へのセミナー及び面接会の開催

・ 高度外国人材を採用する中小企業への支援
2 億 3,461 万円 

産業競争力の強化への取組 
＜50 億 9,315 万円＞

・ ベンチャーの資金調達や行政との連携を支援

・ 宇宙関連産業への参入促進
4 億 8,835 万円 

重点６ 脱炭素社会の実現に向けた取組［P26～27 参照］   179 億 7,557 万円 

太陽光発電等の導入支援の
拡充 

＜15 億 4,907 万円＞

・ 住宅用太陽光発電と蓄電池を併せた導入への補

助を新設

・ 事業所用再生可能エネルギー・蓄電池導入への

補助を拡充

・ 次世代型太陽電池の早期普及に向けた支援

14 億 307 万円 

県庁の率先実行 
＜119 億 8,233 万円＞

・ 県有施設の照明を 2027 年度までに原則ＬＥＤ化

・ 県有施設への太陽光発電等の導入
114 億 4,673 万円 
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主な取組 主な事業概要 
７当予算額 

※主な事業概要の予算を記載

重点７ 共生社会実現への取組及び生活困窮者への支援［P28～29 参照］ 994 億  31 万円 

共生社会実現への取組 

＜977 億 7,235 万円＞

・ 「福祉を科学する」取組の推進

・ 障がい者の多様な働き方の推進

・ 地方独立行政法人の設立に向けた取組

9 億 2,358 万円 

困難な問題を抱える女性等

への支援 

＜6億 5,410 万円＞

・ 通所型支援施設の設置

・ 女性支援を担う人材養成
7,765 万円 

重点８ 安全で安心してくらせる神奈川の実現［P30～31 参照］ 
1,595 億 8,747 万円 

（６年度２月補正予算を含む）

「災害に強いかながわ」に 

向けた取組 
＜1,587 億 4,093 万円＞

・ 新たな地震防災戦略の推進
☞ 2000 年以前の耐震基準の一般住宅まで耐震化補助を拡充

☞ 防災ヘリの本格導入まで民間ヘリをチャーター

☞ 災害用トイレカーの整備（２月補正）

・ 水防災戦略の推進

1,587 億 4,093 万円 

（1 億円） 

犯罪や事故などのない 

安全で安心なまちづくり 
＜89 億 2,090 万円＞

・ 地域防犯カメラ設置補助の拡充（２月補正）

・ 「かならいん」の充実強化

・ 交通安全施設整備（６当比＋20 億円）
☞ 道路標示の補修や信号灯器のＬＥＤ化、デジタル回線化等

83 億 4,407 万円 

（1 億 2,000 万円） 

重点９ 県民目線のデジタル行政の推進［P32～33 参照］  334 億 6,024 万円 

くらしのデジタル化 
＜192 億 6,012 万円＞

・ かながわ子育てパーソナルサポートの運用

・ ｅスポーツを活用した県施策の推進 など
1 億 261 万円 

行政のデジタル化 
＜232 億 3,043 万円＞

※くらしのデジタル化と重複あり

・ 地域警察活動のシステム化（勤務日誌等の電子化）

・ 道路、河川台帳等の電子化等 など
14 億 7,847 万円 

限られた人的資源で質の高い県民サービスを継続していくため、デジタルや民間活力の活用のほか、事

業の廃止・実施手法の見直しにより、事務事業の見直しを行う。 

区分 主な内容 
７当 

予算額 

見込まれる年間 

業務削減効果 

デジタル技術の活用 

（23 件） 

・ 自動車税の申告書作成支援システムの導入

・ 県費負担教職員の給与事務等の電子化

・ 地域警察活動のシステム化（勤務日誌等の電子化）

5.4 億円 
△22.4 万時間

（117 人工相当） 

民間活力の活用 

（44 件） 

・ 難病患者支給認定業務など審査業務の委託

・ 「かならいん」による付添い支援業務の委託
4.2 億円 

△9.1 万時間

（48 人工相当） 

合計 

（67 件） 
9.7 億円 

△31.5 万時間

（165 人工相当） 

 

区分 主な内容 
予算削減

効果 

見込まれる年間 

業務削減効果 

事業の廃止・ 

実施手法の見直し 

（56 件） 

・マイＭＥ－ＢＹＯカルテの見直し

・海外チャレンジプログラムの廃止

・マグカル開放区の廃止、アウトリーチ開放区の見直し

3.1 億円 
△2.5 万時間

（13 人工相当） 

 

デジタルや民間活力の活用 

事業の廃止・実施手法の見直し 

（効果は令和７年度分（単年）） 

（効果は令和７年度分（単年）） 

※令和６年度からの継続事業分として、ＤＭＯへの業務移管など７当予算額 23.1 億円（67 件）を別途計上

見込まれる削減効果は△25.1 万時間(131 人工相当）

※令和６年度予算に計上していて、令和７年度に廃止・見直しを行う事業

※令和７年度に着手する見直しの内容及び令和７年度分の効果を記載しており、令和８年度以降に見込まれる効果は記載していない。

事務事業の見直し 
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